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Abstract: The comprehensive reform of social security and taxation systems is in progress. This 





















































































































































在、女性である第３号被保険者は 2010 年 11 月末で 997 万 7,000 人となっている。ⅸ総務省の労
働力調査によれば、2012年６月の時点で15歳から64歳のいわゆる生産年齢人口の女性は3,997


























度の年齢階層による違いを考慮して、20 歳から 34 歳までは月額 100 円、35 歳から 59 歳まで
は 150 円という２段階制であった。その後、1967 年には 20 歳から 34 歳までは月額 200 円、
35 歳から 59 歳までは月額 250 円に、また、1969 年にはそれぞれ 250 円、300 円に引き上げら
























を抑えるという観点から老齢基礎年金の受給資格期間をこれまでの 25 年から 10 年に短縮する













的な所得という位置付けであった。当時（1965 年）の平均寿命は男性 68 歳、女性 73 歳と現








勢調査によれば 60 歳以上の高齢者の割合が高い職業を 10 位まで挙げると表２の通りとなって




60 歳 以 上
就業者割合















　また、60 歳以上の就業者の多い職業の上位 10 位までは表３の通りであった。
表３　60歳以上就業者の多い職業（2005 年）
職　業（小分類）
60 歳 以 上
就 業 者



















































55 ～ 59 60 ～ 64 65 ～ 69 55 ～ 59 60 ～ 64 65 ～ 69
就業非希望者 4.4 16.9 38.0 27.6 45.7 62.4
就業希望者 5.0 10.0 11.9 10.8 10.8 9.4
不就業者計 9.4 26.9 49.9 38.4 56.5 71.8
その他 0.2 0.3 0.4 4.3 5.2 5.6
自営業者 14.4 16.4 17.1 4.6 5.1 4.9
役員 11.0 11.7 8.1 3.5 3.1 2.1
雇用者 64.9 44.8 24.5 49.2 30.1 15.6
就業者計 90.5 73.1 50.1 61.6 43.5 28.2
出典：総務省『就業構造基本調査　2007 年』







収入を伴う仕事がしたい理由 日本 韓国 アメリカ ドイツ スウェーデン
収入がほしいから 53.3 68.8 46.1 47.3 23.3
仕事そのものが面白いから、自
分の活力になるから
9.8 14.4 25.2 35.1 48.9
仕事を通じて友人や、仲間を得
ることができるから
13.1 0.6 3.5 0.0 3.0
働くのは体によいから、老化を
防ぐから
22.1 13.8 17.4 13.5 14.3






















　そのためにはこれまでのように年金の支給開始年齢を 65 歳から 67 歳や 68 歳に引き上げる









への引上げ又は 65 歳までの継続雇用ということが決まっている xv ので、これを目標に関連施
策を進めていくことが重要である。その後、70 歳までなら５年、75 歳までなら 10 年間 xvi の
期間は自助努力期間と定めてこれまでに蓄えた金融資産等を活用したり、場合によっては子供
からの経済的支援も受けながら何とか頑張ってもらうように意識づけをしていくのである。そ





























合（年間課税件数を年間死亡者数で割った数値）は 1987 年の 7.9% をピークとして低下して
おり、直近の 2009 年では 4.1% となっている。また、相続税収額も 1993 年の２兆 9,377 億円
をピークとして低下し続けており、2009 年には１兆 3,498 億円となっている。これには度重な
る税制改正による影響が大きい。1987 年時点では相続税の最高税率は 75%で税率の刻みは 14
段階であったものが 2003 年以降は最高税率が 50% で刻みは６段階にまで軽減されてきてい
る。さらに定額の基礎控除額も 2,000 万円から 5,000 万円に、法定相続人一人当たりの控除額






















































xi　旧社会保険庁が 2007 年に 65 歳以上の無年金者約 42 万人を対象とした調査では、10 年以
上 25 年未満の保険料納付済み期間を有する者は全体の 40%であり、残りの 59%（端数処
理のため合計が 100%ではない）の者は 10 年未満の納付済み期間を有する者であった。
xii　吉原健二『我が国の公的年金制度』2004 年　中央法規
xiii  矢嶋康次「動かない家計金融資産と高齢化」『ジェロントロジージャーナル』2011 年 11 月
ニッセイ基礎研究所
xiv  矢嶋康次の同上論文による。





xvi  当面は 70 歳からだろうが、高齢化が進行するに伴い、徐々に 75 歳に引き上げていく必要
がある。ただし、これは自助努力期間が延びることになるのだから、それを十分に用意す
る必要があることを考慮すれば、かなり長期の取組みとなる。
xvii  もっとも 2012 年末の政権交代後策定された税制改正大綱によって、2015 年から相続税制
が改正される方向で今後関連法案が審議される予定である。主な改正点としては、基礎控
除額が 5,000 万円から 3,000 万円への引下げ、法定相続人一人当たり 1,000 万円の 600 万
円への引き下げ、税率の見直し（税率 40%の課税ラインの３億円から２億円への引下げ、
３億円のラインが 45%に、そして６億円超が現行の 50%から 55%に引上げ）といった課
税強化が行われることになっている。この結果、相続税の納税者は４万人から７万人に増
加し、2,600 億円の増収を見込んでいる。ただ、その一方で今回の税制改正大綱には、生
前贈与の対象者を子供から孫にまで拡げるといったような明らかに高所得者優遇といった
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措置も盛り込まれているので、単純に評価することはできない。
xviii  矢嶋康次の同上論文による。
